
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [141,924円]
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給与水準の適正度   （国との比較）
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [9.68人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [13.7%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [656,245円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）
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類似団体平均

丹波市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
●財政力指数
 　合併により、財政基盤の強化が図られたところであり、昨年度から0.02ﾎﾟｲﾝﾄｱｯﾌﾟしている。今後とも、丹波市として、歳
出経常経費の削減・定員管理・給与の適正化、地方税の徴収強化等の取組みを通じて、財政基盤の強化に努める。
●経常収支比率
　合併のスケールメリットによる議員報酬、委員報酬、特別職給与の減や補助費の減、また家屋新築や設備投資による固
定資産税の増、国庫補助負担金の一般財源化等による地方交付税の増等により類似団体平均より3.4ﾎﾟｲﾝﾄ低く、弾力性
は高いが、人口一人当たりの決算額を類似団体と比較すると、約14万円多い。今後段階的に地方交付税が縮減され、歳
入の減少に耐えうる財政構造にしておく必要があるので、26年度時点に経常収支比率が約80%の財政構造を確立し、歳
出の削減に努める。
●人口１人当たり人件費・物件費等の適正度
　合併のスケールメリットによる削減効果があるものの、施設建設等、新たな物件費が発生しているため、類似団体平均
より約1万5千円多い。定員適正化計画に基づいた職員数の削減に努め、経常経費の削減に努める。

●人口１人当たり地方債現在高
　合併に伴う整備や、旧町の継続事業、地域振興基金の積み立てに伴う合併特例債発行等により発行額が増加し、類似団
体平均を約24万円上回っている。後世への負担を少しでも軽減するため、繰上償還や地方債残高が増加しないよう発行額
の抑制に努める。
●実質公債費比率
　合併に伴う整備や、旧町の継続事業による普通建設事業の償還があるものの、交付税措置等有利な起債の発行により、
類似団体平均より1.9ﾎﾟｲﾝﾄ低く、現在では適正な水準である。今後も繰上償還の実施や地方債残高が増加しないよう発行
額を抑制するとともに、交付税措置のある有利な地方債のみの発行にとどめ、後年度への影響を最小限度に留めたい。
●人口1,000人当たり職員数
　前年度対比0.51人の減となっているが、類似団体平均よりは、1.01人多い結果となっている。定員適正化計画（H26年度末
600人）に基づき、今後とも定員の削減に努める。
●ラスパイレス指数
 類似団体平均より、1.2ﾎﾟｲﾝﾄ低い。（前年度は△0.7％）これは、給与構造見直し等によるものであるが、本市に見合った給
与制度の確立に向け、検討を行う。


